
(１)権利擁護
障害のあるこどもの支援に当たっては、こどもの権利条約、障害者権利条約、こども基本

法、児童福祉法等が求めるこどもの最善の利益が考慮される必要がある。特に、障害のある
こどもが、自由に自己の意見を表明する権利及びこの権利を実現するための支援を提供され
る権利を有することを認識することが重要である。具体的には、職員は、こどもの意向の把
握に努めること等により、こども本人の意思を尊重し、こども本人の最善の利益を考慮した
支援を日々行う必要があり、詳細は、追って示す「障害児支援におけるこどもの意思の尊重・
最善の利益の優先考慮の手引き」を参照すること。
また、障害のあるこどもの権利擁護のために、虐待等のこどもの人権侵害の防止に関する
次のような取組も積極的に行っていくことが必要である。

１） 虐待防止の取組
○ 設置者・管理者は、運営基準により、虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、そ
の結果について職員に周知徹底を図ること、職員に対する虐待の防止のための研修を定期
的に実施すること、これらの措置を適切に実施するための担当者を置くことが求められて
いる。

○ 設置者・管理者は、職員によるこどもに対する虐待を防止するため、虐待防止委員会の
設置など、必要な体制の整備が求められる。
虐待防止委員会の責任者は、通常、管理者が担うこととなる。虐待防止委員会を組織的

に機能させるために、苦情解決の第三者委員等の外部委員を入れてチェック機能を持たせ
るとともに、児童発達支援管理責任者等、虐待防止のリーダーとなる職員を虐待防止マネ
ージャーとして配置し、研修や虐待防止チェックリストの実施など、具体的な虐待防止へ
の取組を進めることが必要である。
○ 設置者・管理者は、職員に対し、虐待防止啓発のための定期的な研修を実施し、又は自
治体が実施する研修を受講させるほか、自らが虐待防止のための研修を積極的に受講する
こと等により、児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号。以下「児童虐
待防止法」という。）及び障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法
律（平成 23 年法律第 79 号。以下「障害者虐待防止法」という。）について理解し、虐
待防止の取組を進める必要がある。特に、「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止
と対応の手引き」は必ず読むようにすること。
また、自治体が実施する虐待防止や権利擁護に関する研修を受講した場合には、事業所

等で伝達研修を実施することが重要である。
○ 職員からの虐待（特に性的虐待）は、密室化した場所で起こりやすいことから、設置者・
管理者は、送迎の車内を含め、密室化した場所を極力作らないよう、常に周囲の目が届く
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範囲で支援を実施できるようにする必要がある。実習生やボランティアの受入れや地域住
民との交流を図ることなどを通じて、第三者の目が入る職場環境を整えることも重要であ
る。

○ 児童対象性暴力等がこどもの権利を著しく侵害し、こどもの心身に生涯にわたって回復
し難い重大な影響を与えるものであることに鑑み、児童等に対して教育、保育等の役務を
提供する事業を行う立場にある学校設置者等及び認定を受けた民間教育保育等事業者が、
教員等及び教育保育等従事者による児童対象性暴力等の防止の措置を講じることを義務
付ける「学校設置者等及び民間教育保育事業者による児童対象性暴力等の防止等のための
措置に関する法律」（令和６年法律第 69 号。以下「こども性暴力防止法」という。）が令
和６年通常国会において成立し、公布の日（令和６年６月 26 日）から起算して２年６月
を超えない範囲において政令で定める日より施行される。
講ずべき措置について、具体的には、教員等の研修やこどもとの面談、こどもが相談を

行いやすくするための措置等及び教員等としてその業務を行わせる者についての特定性
犯罪前科の有無の確認等をしなければならず、これらの措置について、認可保育所等や障
害児入所施設のほか、指定障害児通所支援事業（児童発達支援、放課後等デイサービス、
居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援）は義務の対象とされ、児童福祉法上の届
出対象の事業や認可外保育施設、総合支援法に規定される障害児を対象とする事業（居宅
介護、同行援護、行動援護、短期入所及び重度障害者等包括支援事業）は、認定を受けた
場合は、学校設置者等が講ずべき措置と同等のものを実施しなければならない。今後、施
行までに現場の声を聴きながら、対象となる従事者や具体的な措置の内容等について検討
していく。

○ 職員から虐待を受けたと思われるこどもを発見した場合（相談を受けて虐待と認識した
場合を含む。）、その者は、障害者虐待防止法第 16 条に規定されている通報義務に基づき、
児童発達支援の通所給付決定をした市町村の窓口に通報する必要がある。事業所等の中だ
けで事実確認を進め、事態を収束させることなく、必ず市町村に通報した上で行政と連携
して対応を進める必要がある。

○ 職員は、保護者による虐待を発見しやすい立場にあることを認識し、こどもの状態の変
化や家族の態度等の観察、情報収集により、虐待の早期発見に努める必要がある。また、
保護者に対する相談支援やカウンセリング等により、虐待の未然防止に努めることが重要
である。

○ 職員は、保護者による虐待を発見した場合は、児童虐待防止法第６条に規定されている
通告義務に基づき、市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所等へ速やかに
通告する必要がある。虐待等により福祉的介入が必要とされるケースについては、市町村



等が設置する要保護児童対策地域協議会等を活用しながら、児童相談所やこども家庭セン
ター、児童家庭支援センター、市町村の児童虐待対応窓口、保健所等の関係機関・団体と
連携して対応を図っていくことが求められる。

２） 身体拘束への対応
○ 職員が自分の体でこどもを押さえつけて行動を制限することや、自分の意思で開けるこ
とのできない居室等に隔離すること等は身体拘束に当たり、運営基準により、障害のある
こどもや他の障害のあるこどもの生命又は身体を保護するために緊急やむを得ない場合
を除き、禁止されている。

○ 設置者・管理者は、身体拘束等の適正化を図る措置（①身体拘束等の記録、②身体拘束
適正化検討委員会の定期開催、③指針の整備、④研修の実施）を講じる必要がある。

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性の３つの要件を全て満た
すことが必要となるが、身体拘束の検討が必要なケースについては、代替性がないか等に
ついて慎重に検討した上で、それでもなお、身体拘束を行わざるを得ない事態が想定され
る場合には、いかなる場合にどのような形で身体拘束を行うかについて、設置者・管理者
は組織的に決定する必要がある。また、児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画に、
身体拘束が必要となる状況、身体拘束の態様・時間等について、こどもや保護者に事前に
十分に説明をし、了解を得た上で記載することが必要である。

○ 身体拘束を行った場合には、設置者・管理者は、身体拘束を行った職員又は児童発達支
援管理責任者から、その様態・時間、その際のこどもの心身の状況、緊急やむを得ない理
由等について報告を受けるとともに、記録を行うことが必要である。なお、必要な記録が
されていない場合は、運営基準違反となることを認識しておく必要がある。

３） その他
○ 設置者・管理者は、こどもの権利擁護に関する研修会を実施するなど、職員がこどもの
人権や意思を尊重した支援を行うために必要な取組を進めることが必要である。

《児童発達支援ガイドラインより》（令和 6年 7月改訂）


